
 
令 和 ８ 年 度  事 業 計 画 

 
 

 令 和 ８ 年 度 事 業 実 施 方 針   

 

 

人口減少と少子高齢化が同時進行する中、兵庫の活力を維持、増強するため、新たな価値を生

み出す科学技術に求められる役割は極めて大きい。 

 

兵庫県には、大型放射光施設ＳＰｒｉｎｇ－８やＸ線自由電子レーザー施設ＳＡＣＬＡ、スーパーコン

ピュータ｢富岳」など、世界最高水準の科学技術基盤があり、優れた技術やノウハウを持つ多彩なも

のづくり産業が数多く集積している。 

 

こうした強みを生かし、兵庫県における科学技術振興の中核的機構として、引き続き関係機関と

の緊密な連携を図りつつ、「科学技術の総合的な振興」、「科学技術の普及・啓発」、「地域

産業の技術開発力の強化・育成」及び「放射光を活用した研究開発支援」の４つの柱のもとに、

各種事業を展開していく。 

 

また、脱炭素社会やデジタル社会を支える次世代電池・半導体の分野で、兵庫県が有する強み

活かした取組を実施するなど、県の政策と歩調を合わせて科学技術振興を図るための取り組みを

強化していく。 

 

  



  

令 和 ８ 年 度 事 業 体 系  

 

 
 

　

人材育成支援事業

産業利用促進のための普及･啓発

イ ノ ベ ー シ ョ ン の 創 出 に 向 けた
プ ロ ジ ェ ク ト の 実 施

半導体産業等技術交流セミナーの開催

提案公募型産学官共同研究等への参画

青 少 年 に 対 す る 科 学 技 術 の
普 及 ・ 啓 発 の 推 進

ものづくり共創セミナーの開催

ものづくりの高度化支援

中小企業交流団体等への支援事業

兵庫県放射光研究センターの管理運営

放射光産業利用の促進に向けた支援

地
域
産
業
の
技
術
開
発
力
の
強
化
・
育
成

産 学 官 連 携 の 促 進 産 学 官 連 携 体 制 の 強 化

企 業 イ ノ ベ ー シ ョ ン の 推 進

企 業 の 技 術 高 度 化 促 進 技 術 高 度 化 と 研 究 開 発 の 支 援

大型放射光施設SPring-8の
産 業 利 用 促 進

放 射 光 の 産 業 利 用 の 促 進

放
射
光
を
活
用
し
た
研
究
開
発
支
援

技術指導事業

青少年のための科学の祭典の共催

サイエンスフレンドシップ事業

産学官連携コーディネートの推進

企業・大学院連携研究事業

技術高度化研究開発支援助成事業

学術研究助成事業

科
学
技
術
の
普
及
・
啓
発

普 及 ・ 啓 発 の 充 実 強 化 科 学 技 術 の 普 及 ・ 啓 発 の 推 進 ひょうご科学技術トピックスセミナーの開催

学術研究助成「研究発表会」の開催

国際フロンティア産業メッセの共催

サイエンスボランティア支援事業

高専のロボコン参加への支援教 育 機 関 の 実 践 的 教 育 の 支 援

科学の甲子園ジュニア全国大会への協賛

【 主　要　事　業 】

科
学
技
術
の
総
合
的
な
振
興

振興方策の総合的な企画調整 振 興 方 策 の 企 画 立 案 総合企画委員会の運営

振興を図るための調査・情報提供 県内研究機関データ調査

協会事業の成果発信

協会ホームページの運営等

学 術 的 研 究 の 促 進 学 術 的 研 究 の 支 援



Ⅰ 科学技術の総合的な振興 

総合企画委員会において協会事業の基本方針を審議するとともに、研究機関等に関する

調査研究や協会事業の成果を広く発信する。また、学術研究助成事業等の実施や、学生・

生徒の探究活動に寄与する取組みを支援する。 
 
１ 振興方策の総合的な企画調整 
 
（１）振興方策の企画立案 

 
ア 総合企画委員会の運営 

協会事業の基本方針や個々の事業に関する助言を得、幅広く科学技術の振興方策に

ついて審議するため、産学官の有識者で構成する総合企画委員会を設置する。 
 
（２）振興を図るための調査・情報提供 

 
ア 県内研究機関データ調査 

県内の研究機関の相互連携を促進するため、研究機関等の基本情報を調査収集し、

情報提供する。 
 

イ 協会事業の成果発信 

協会の活動を広く一般に周知するとともに、事業成果や科学技術に関する最新の

話題を提供するための情報誌を発行する。 
 

ウ 協会ホームページの運営等 

協会の活動状況や地域産業のトピックス、科学技術イベント等を広くＰＲするた

め、ホームページやメーリングリストによる幅広い情報提供を行う。さらに、「播

磨産業技術情報（月１回発行）」により、播磨地域の産業振興、科学技術等の情報

を、県内の企業、関係機関にＥメール等により提供する。 
 
２ 学術的研究の促進 

 
（１）学術的研究の支援 

 
ア 学術研究助成事業 

基礎的・基盤的な研究から産業の高度化に貢献する応用的・実用的な研究及び若手

研究者による創造的・萌芽的研究を奨励するため、県内に在勤又は在住する研究者・

技術者による独創性、発展性及び先駆性のある研究計画を支援する。 

本年度は、令和７年度に選定した研究計画に助成金を交付するとともに、令和９年

度に助成すべき研究計画を公募、選定する。 

〔対 象 者〕県内に在勤又は在住する研究者・技術者 

〔対 象 研 究〕自然科学分野に属する意欲的な研究 

〔助 成 額〕100万円以内／件 

〔助成予定件数〕Ｒ８：30件程度、Ｒ９:30件程度 
 

イ 学術研究助成「研究発表会」等の開催 

    令和８年度学術研究助成者への「贈呈式」と併せて、代表者が研究計画を発表す

「研究発表会」を開催する。 
〔開催予定時期〕令和８年５月下旬頃 

〔開 催 場 所〕神戸市内 

 

 

 



（２）教育機関の実践的教育の支援 
 
  ア 高専ロボコン参加への支援 

    実践的・創造的なものづくり人材の育成に寄与するため、工業高等専門学校の実践

的教育として認知度の高い「アイデア対決・全国高等専門学校ロボットコンテスト」

への参加費用を助成し、全国大会への出場やロボコン大賞の獲得を支援する。 
〔助 成 対 象〕県内工業高等専門学校(２校) 

〔助 成 金 額〕100万円(１校あたり上限50万円） 
 

イ 科学の甲子園ジュニア全国大会への協賛 

    全国の中学生を対象に科学好きの裾野を広げるとともに、未知の分野に挑戦する探

究心や創造性に優れた人材を育成するための大会の開催を協賛する。 

〔開 催 時 期〕令和８年12月頃 

〔開 催 場 所〕姫路市内 
 
 
Ⅱ 科学技術の普及・啓発 

県民の科学技術への興味・関心を高めるため、普及啓発や情報提供に努める。また、各

関係機関と連携し、青少年層が科学技術を身近に触れて理解するための体験事業や交流事

業を成長段階に応じて実施する。 
 

１ 普及・啓発の充実強化 
 

（１） 科学技術の普及・啓発の推進 
 

ア ひょうご科学技術トピックスセミナーの開催 

科学技術の各分野における第一人者を講師に招き、最先端の科学技術を県民の方々

にわかりやすく解説するセミナーを開催する。 
〔開 催 時 期〕令和９年１月頃 

〔開 催 場 所〕神戸市内 
 
イ 国際フロンティア産業メッセの共催 

兵庫経済を牽引する新産業の創造を推進し、国際的な技術・ビジネス交流を加速さ

せるため「国際フロンティア産業メッセ2026」を関係機関と共催する。 

また、当協会が技術開発や商品開発を支援している企業や県内大学・高専とグルー

プ出展し、開発製品や研究内容などを広く発信する。 
〔開 催 時 期〕令和８年９月３日(木)～４日(金) 

〔開 催 場 所〕神戸国際展示場１・２号館 
 
（２） 青少年に対する科学技術の普及・啓発の推進 
 

ア サイエンスボランティア支援事業 

学校・地域等との連携強化、双方向型のコミュニケーションの場の創出等を通じて、 

青少年の科学技術への関心と正しい理解を促進するため、理科教師、自然科学研究者

やそのＯＢ等が行う、小学校高学年から中学生の青少年及びその教育者を対象とする

実験教室などの科学学習分野に関するボランティア活動に対し、助成金を交付する。 
〔助 成 金 額〕100万円（１件あたりの上限額20万円） 

 
イ 青少年のための科学の祭典の共催 

子どもたちが、楽しい科学実験や科学工作などを自ら体験することで、科学に対す

る興味や関心を持つきっかけ作りの場として、県内５会場（神戸、東はりま、姫路、

豊岡、丹波）において関係団体と科学体験イベントを共催する。 
 



〔開 催 時 期〕令和８年７～９月 

〔開 催 場 所〕バンドー神戸青少年科学館、県立大学姫路工学キャンパスなど５会場 
 

ウ サイエンスフレンドシップ事業 

将来の科学技術を担う高校生の課外研究活動等を支援するため、県内高等学校に理

系大学生･大学院生をアドバイザーとして派遣する。また、｢サイエンスフェア in 兵

庫｣などで、大学生･大学院生が研究活動の魅力や面白さ等を高校生に伝えるサイエン

スカフェを実施する。 
 
 
Ⅲ 地域産業の技術開発力の強化・育成 

 
大型放射光施設が立地する地元地域の産業活性化と技術高度化を図るため、大学や研究

機関等と地域産業の交流・連携を促進し、高度技術の開発等による新事業の創出や新分野

への進出を支援する。 
 
１ 産学官連携の促進 
 
（１）産学官連携体制の強化 
 
ア 産学官連携コーディネートの推進 

産学官連携の専門人材を配置し、大学等の研究開発シーズと企業の研究開発ニーズ

のマッチングのサポートや産学連携による共同研究のコーディネートを推進する。 
 
イ 企業・大学院連携研究事業 

    県内大学の大学院生と県内企業との産学共同研究を支援し、大学院生の資質向上や

企業の活性化、技術の向上を図る。 
〔助 成 金 額〕１テーマにつき15～30万円程度 

 
２ 企業の技術高度化促進 
 
（１）技術高度化と研究開発の支援 
 
ア 技術高度化研究開発支援助成事業 

播磨地域に事業所を有する中小企業等が、新分野進出や新事業創出を図るための新

技術・新製品の研究開発事業に助成金を交付する。 
  〔助 成 金 額〕500万円（１社あたりの上限額150万円、４～５社程度） 

 
イ 技術指導事業 

    中小企業の多様な技術課題に対処するため、機械や化学などの専門家を配置し、企

業訪問や電話などによる技術相談・指導や産学共同研究の推進を図る。 
 

ウ 提案公募型産学官共同研究等への参画 

国及び県等の各種提案公募型産学官共同研究を活用して、企業の新技術や新製品開

発を促進するため、研究チームの代表機関として共同研究プロジェクトを推進する。 
 
  エ ものづくりの高度化支援 

県のものづくり支援センター播磨の運営委託を受け、ＩｏＴ、ＡＩ、ロボットなど

の活用により生産性向上を図り、中小企業のものづくりの高度化を推進する。また、

ものづくり関連機器（走査型電子顕微鏡）の管理運営及び技術指導、機器利用講習会

を開催する。 
 
 
 



（２）企業イノベーションの推進 
 
  ア 中小企業交流団体等への支援事業 

「はりま産学交流会」による「創造例会」の共催や、中小企業交流団体等が実施す

る各種講演会・研修会への協賛等により、播磨地域の産業技術高度化を支援する。 
〔内 容〕 

・はりま産学交流会事業の支援 
・播磨圏域ものづくりプラットフォームの活動支援 他 

 
イ ものづくり共創セミナーの開催 

産学官の共創による持続可能な地域活性化に貢献するため、これからの時代に必 

要となる取り組みから、播磨地域のものづくりの活性化に繋がる技術や情報を紹介  

するセミナーやシンポジウムを、姫路ものづくり支援センター等と共同開催する。 
〔開 催 回 数〕２回程度  

 
 
Ⅳ 放射光を活用した研究開発支援 

SPring-8をはじめとする放射光の産業利用を促進するため、企業訪問による新規ユーザ

ー開拓や利用成果の普及・啓発等を実施する。 
 
１ 大型放射光施設SPring-8の産業利用支援 
 
（１）放射光の産業利用の促進 

 
ア 兵庫県放射光研究センターの管理運営 

兵庫県が産業利用の支援拠点としてSPring-8に近接して設置している兵庫県放射光

研究センターの管理運営を行う。 
 
イ 放射光産業利用の促進に向けた支援 

放射光の産業利用を一層促進するため、光科学応用テクニカルアドバイザーを設置

して各種展示会等への出展や県内企業への訪問による相談・助言を実施するとともに、

放射光施設をはじめて利用する企業の初期負担の軽減を図ることにより、SPring-8

等の新規ユーザーの掘り起こしに取り組む。 
 

ウ 産業利用促進のための普及・啓発 

放射光の産業利用成果に関する報告会の開催や優れた研究成果の顕彰により、産業

利用の促進に向けた普及・啓発活動を実施する。 
    〔内 容〕 

・SPring-8産業利用報告会の共催 

・ひょうごSPring-8賞の実施 
 
（２）イノベーションの創出に向けたプロジェクトの実施 
 

ア 半導体産業等技術交流セミナーの開催 

半導体・蓄電池関連企業等を主な対象とし、県の強み(科学技術基盤、研究機関の

立地等)や潜在力を活かした研究開発を促進するため、産学官の連携強化を図る技術

交流セミナーを開催する。 
 

イ 人材育成支援事業 

半導体分野に早い段階から興味・関心を高めるため、高校生等を対象とした半導体

講座を実施する。 



（単位：千円）
科　　　   目 当初予算額 前年度補正後予算額 増  減

Ⅰ　一般正味財産増減の部
　１．経常増減の部
　（１）経常収益
　　　　基本財産運用益 4,027 4,027 0
　　　　特定資産運用益 77,559 75,490 2,069
　　　　事業収益 39,442 55,502 ▲ 16,060
　　　　受取県交付金 0 0 0
　　　　受取県補助金等 42,732 26,426 16,306
　　　　受取負担金 0 0 0
　　　　受取寄附金 0 0 0
　　　　雑収益 1,152 1,142 10

経常収益計 164,912 162,587 2,325
　（２）経常費用
　　　　事業費 156,214 155,681 533

役員報酬 7,575 7,577 ▲ 2
給料手当 14,662 15,516 ▲ 854
福利厚生費 5,666 7,106 ▲ 1,440
賞与引当金繰入額 2,317 2,319 ▲ 2
会議費 210 93 117
旅費交通費 1,202 1,381 ▲ 179
通信運搬費 865 1,306 ▲ 441
什器備品費 0 0 0
消耗品費 1,452 1,287 165
修繕費 6,787 4,960 1,827
役務費 108 766 ▲ 658
減価償却費 204 204 0
印刷製本費 189 179 10
燃料費 52 58 ▲ 6
光熱水料費 3,312 3,308 4
賃借料 4,934 5,969 ▲ 1,035
ﾋﾞｰﾑﾗｲﾝ使用料 1,344 1,344 0
保険料 471 747 ▲ 276
諸謝金 6,099 6,102 ▲ 3
租税公課 631 734 ▲ 103
支払負担金 5,033 12,107 ▲ 7,074
支払助成金 57,700 44,125 13,575
委託費 32,196 38,125 ▲ 5,929
補助金 3,000 0 3,000
雑費 205 368 ▲ 163

　　　　管理費 12,270 12,578 ▲ 308
役員報酬 400 1,060 ▲ 660
給料手当 2,523 2,515 8
福利厚生費 518 371 147
賞与引当金繰入額 374 375 ▲ 1
会議費 14 4 10
渉外費 14 10 4
旅費交通費 168 87 81
通信運搬費 356 416 ▲ 60
消耗品費 112 336 ▲ 224
役務費 830 826 4
減価償却費 31 31 0
印刷製本費 228 257 ▲ 29
光熱水料費 131 131 0
賃借料 2,581 2,149 432
保険料 258 237 21
租税公課 33 5 28
支払負担金 334 334 0
委託費 2,900 2,896 4
雑費 465 538 ▲ 73
経常費用計 168,484 168,259 225

　　　　評価損益等調整前当期経常増減額 ▲ 3,572 ▲ 5,672 2,100
　　　　基本財産評価損益等 0 0 0
　　　　特定資産評価損益等 0 0 0
　　　　投資有価証券評価損益等 0 0 0
　　　　評価損益等計 0 0 0

当期経常増減額 ▲ 3,572 ▲ 5,672 2,100
　２．経常外増減の部
　（１）経常外収益 0 0 0

経常外収益計 0 0 0
　（２）経常外費用
　　　　什器備品除却損失 0 0 0

経常外費用計 0 0 0
　　　　当期経常外増減額 0 0 0
　　　　当期一般正味財産増減額 ▲ 3,572 ▲ 5,672 2,100
　　　　一般正味財産期首残高 155,143 160,815 ▲ 5,672
　　　　一般正味財産期末残高 151,571 155,143 ▲ 3,572

令和8年4月1日から令和9年3月31日まで
令和8年度収支予算書



科　　　   目 当初予算額 前年度補正後予算額 増  減
Ⅱ　指定正味財産増減の部
　　受取寄附金 0 0 0
　　一般正味財産への振替額 0 0 0
　　　　当期指定正味財産増減額 0 0 0
　　　　指定正味財産期首残高 4,992,169 4,992,169 0
　　　　指定正味財産期末残高 4,992,169 4,992,169 0
Ⅲ　正味財産期末残高 5,143,740 5,147,312 ▲ 3,572

資金調達及び設備投資の予算 （単位：千円）
科　　　   目 当初予算額 前年度補正後予算額 増  減

Ⅰ　投資活動収支の部
（１）投資活動収入
　　　基本財産取崩収入 0 0 0
　　　　投資有価証券売却収入 0 0 0
　　　特定資産取崩収入 140,000 330,000 ▲ 190,000
　　　　投資有価証券売却収入 140,000 329,960 ▲ 189,960
　　　　減価償却引当預金取崩収入 0 40 ▲ 40
　　　固定資産売却収入 0 0 0
　　　　投資有価証券売却収入 0 0 0

投資活動収入計 140,000 330,000 ▲ 190,000
（２）投資活動支出
　　　基本財産取得支出 0 0 0
　　　特定資産取得支出 140,000 330,000 ▲ 190,000
　　　　投資有価証券取得支出 140,000 329,960 ▲ 189,960
　　　　普通預金支出 0 0 0
　　　　減価償却引当預金支出 0 40 ▲ 40
　　　固定資産取得支出 0 0 0

投資活動支出計 140,000 330,000 ▲ 190,000
投資活動収支差額 0 0 0

Ⅱ　財務活動収支の部
（１）財務活動収入
　　　　借入金収入 1 0 1
　　　　　短期借入金収入 1 0 1

財務活動収入計 1 0 1
（２）財務活動支出
　　　　借入金返済支出 1 0 1
　　　　　短期借入金返済支出 1 0 1

財務活動支出計 1 0 1
財務活動収支差額 0 0 0

（注）借入限度額30,000千円とする。



(単位:千円)

Ⅰ　一般正味財産増減の部

　１．経常増減の部

　（１）経常収益

　　　　基本財産運用益 2,014 2,013 4,027

　　　　　基本財産受取利息 2,014 2,013 4,027

　　　　特定資産運用益 70,318 7,241 77,559

　　　　　科学技術振興基金受取利息 53,224 7,241 60,465

　　　　　播磨産業活性化基金受取利息 17,094 17,094

　　　　事業収益 39,442 0 39,442

　　　　　ものづくり支援センター業務受託収益 3,831 3,831

　　　　　ものづくり支援センター利用料金収益 180 180

　　　　　放射光研究センター業務受託収益 34,218 34,218

　　　　　放射光研究センター成果専有料収益 0 0

　　　　　放射光研究センター利用料金収益 1,213 1,213

　　　　受取交付金 0 0 0

　　　　　受取県交付金 0 0 0

　　　　受取補助金等 42,484 248 42,732

　　　　　受取県補助金 42,484 248 42,732

　　　　受取負担金 0 0 0

　　　　　スマートものづくりセンター負担金 0 0 0

　　　　受取寄附金 0 0 0

　　　　　受取寄附金 0 0 0

　　　　雑収益 1,108 44 1,152

　　　　　受取利息 0 0 0

　　　　　有価証券運用益 64 44 108

　　　　　雑収益 1,044 1,044

経常収益計 155,366 9,546 164,912

　（２）経常費用

　　　　事業費 156,214 0 156,214

役員報酬 7,575 7,575

給料手当 14,662 14,662

福利厚生費 5,666 5,666

賞与引当金繰入額 2,317 2,317

会議費 210 210

旅費交通費 1,202 1,202

通信運搬費 865 865

什器備品費 0 0

消耗品費 1,452 1,452

修繕費 6,787 6,787

役務費 108 108

減価償却費 204 204

印刷製本費 189 189

燃料費 52 52

光熱水料費 3,312 3,312

賃借料 4,934 4,934

ﾋﾞｰﾑﾗｲﾝ使用料 1,344 1,344

保険料 471 471

諸謝金 6,099 6,099

租税公課 631 631

支払負担金 5,033 5,033

支払助成金 57,700 57,700

委託費 32,196 32,196

補助金 3,000 3,000

雑費 205 205

　　　　管理費 0 12,270 12,270

役員報酬 0 400 400

給料手当 0 2,523 2,523

福利厚生費 0 518 518

賞与引当金繰入額 0 374 374

会議費 0 14 14

渉外費 0 14 14

旅費交通費 0 168 168

通信運搬費 0 356 356

消耗品費 0 112 112

役務費 0 830 830

減価償却費 0 31 31

印刷製本費 0 228 228

光熱水料費 0 131 131

賃借料 0 2,581 2,581

保険料 0 258 258

租税公課 0 33 33

支払負担金 0 334 334

委託費 0 2,900 2,900

雑費 0 465 465

経常費用計 156,214 12,270 168,484

　　　　評価損益等調整前当期経常増減額 ▲ 848 ▲ 2,724 ▲ 3,572

令和8年度収支予算書内訳表
令和8年4月1日から令和9年3月31日まで

科目 法人会計 合　計公益目的事業会計



科目 法人会計 合　計公益目的事業会計

　　　　基本財産評価損益等 0 0
　　　　特定資産評価損益等 0 0
　　　　投資有価証券評価損益等 0 0

評価損益等計 0 0 0

当期経常増減額 ▲ 848 ▲ 2,724 ▲ 3,572

　２．経常外増減の部

　（１）経常外収益

経常外収益計 0 0 0

　（２）経常外費用

　　　　30周年記念事業費 0 0 0

経常外費用計 0 0 0

　　　　当期経常外増減額 0 0 0

　　　　当期一般正味財産増減額 ▲ 848 ▲ 2,724 ▲ 3,572

　　　　一般正味財産期首残高 ― ― 155,143

　　　　一般正味財産期末残高 ― ― 151,571

Ⅱ　指定正味財産増減の部

    受取寄附金 0 0

　　一般正味財産への振替額 0 0 0

　　　　当期指定正味財産増減額 0 0 0

　　　　指定正味財産期首残高 4,557,999 434,170 4,992,169

　　　　指定正味財産期末残高 4,557,999 434,170 4,992,169

Ⅲ　正味財産期末残高 ― ― 5,143,740



(単位:千円)

調査研究
事業

学術研究
支援事業

普及啓発
事業

技術振興
事業

放射光研究
支援事業

共通 小計

Ⅰ　一般正味財産増減の部

　１．経常増減の部

　（１）経常収益

　　　　基本財産運用益 0 0 0 0 0 2,014 2,014 2,013 4,027

　　　　　基本財産受取利息 2,014 2,014 2,013 4,027

　　　　特定資産運用益 0 0 0 17,094 0 53,224 70,318 7,241 77,559

　　　　　科学技術振興基金受取利息 53,224 53,224 7,241 60,465

　　　　　播磨産業活性化基金受取利息 17,094 17,094 17,094

　　　　事業収益 0 0 0 4,011 35,431 0 39,442 0 39,442

　　　　　ものづくり支援センター業務受託収益 3,831 3,831 3,831

　　　　　ものづくり支援センター利用料金収益 180 180 180

　　　　　放射光研究センター業務受託収益 34,218 34,218 34,218

　　　　　放射光研究センター成果専有料収益 0 0 0

　　　　　放射光研究センター利用料金収益 1,213 1,213 1,213

　　　　受取交付金 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　　　　受取県交付金 0 0 0 0

　　　　受取補助金等 0 0 0 18,000 3,000 21,484 42,484 248 42,732

　　　　　受取県補助金 18,000 3,000 21,484 42,484 248 42,732

　　　　受取負担金 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　　　　スマートものづくりセンター負担金 0 0 0 0

　　　　受取寄附金 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　　　　受取寄附金 0 0 0 0

　　　　雑収益 0 0 0 64 1,044 0 1,108 44 1,152

　　　　　受取利息 0 0 0

　　　　　有価証券運用益 64 64 44 108

　　　　　雑収益 1,044 1,044 1,044

経常収益計 0 0 0 39,169 39,475 76,722 155,366 9,546 164,912

　（２）経常費用

　　　　事業費 3,057 47,597 15,189 50,475 39,896 0 156,214 0 156,214

役員報酬 984 2,336 2,188 2,067 0 7,575 7,575

給料手当 125 1,636 1,352 11,549 0 14,662 14,662

福利厚生費 468 1,589 1,027 2,582 0 5,666 5,666

賞与引当金繰入額 0 1,391 0 926 0 2,317 2,317

会議費 0 45 13 16 136 210 210

旅費交通費 3 193 174 270 562 1,202 1,202

通信運搬費 197 127 110 164 267 865 865

什器備品費 0 0 0 0 0 0 0

消耗品費 94 140 216 448 554 1,452 1,452

修繕費 0 0 0 0 6,787 6,787 6,787

役務費 0 0 0 0 108 108 108

減価償却費 0 0 0 204 0 204 204

印刷製本費 0 50 72 0 67 189 189

燃料費 0 0 0 52 0 52 52

光熱水料費 22 49 65 38 3,138 3,312 3,312

賃借料 70 557 1,189 1,792 1,326 4,934 4,934

ﾋﾞｰﾑﾗｲﾝ使用料 0 0 0 0 1,344 1,344 1,344

保険料 0 0 0 30 441 471 471

諸謝金 10 2,184 155 928 2,822 6,099 6,099

租税公課 0 0 0 0 631 631 631

支払負担金 0 0 3,308 1,065 660 5,033 5,033

支払助成金 0 31,000 3,700 23,000 0 57,700 57,700

委託費 1,084 6,300 1,620 5,139 18,053 32,196 32,196

補助金 0 0 0 0 3,000 3,000 3,000

雑費 0 0 0 205 0 205 205

　　　　管理費 0 0 0 0 0 0 0 12,270 12,270

役員報酬 0 400 400

給料手当 0 2,523 2,523

福利厚生費 0 518 518

賞与引当金繰入額 0 374 374

会議費 0 14 14

渉外費 0 14 14

旅費交通費 0 168 168

通信運搬費 0 356 356

消耗品費 0 112 112

役務費 0 830 830

減価償却費 0 31 31

印刷製本費 0 228 228

光熱水料費 0 131 131

賃借料 0 2,581 2,581

保険料 0 258 258

租税公課 0 33 33

支払負担金 0 334 334

委託費 0 2,900 2,900

雑費 0 465 465

経常費用計 3,057 47,597 15,189 50,475 39,896 0 156,214 12,270 168,484

　　　　評価損益等調整前当期経常増減額 ▲ 3,057 ▲ 47,597 ▲ 15,189 ▲ 11,306 ▲ 421 76,722 ▲ 848 ▲ 2,724 ▲ 3,572

【参考】令和8年度収支予算書内訳表(旧事業区分別)
令和8年4月1日から令和9年3月31日まで

科目
公益目的事業会計

法人会計 合　計



調査研究
事業

学術研究
支援事業

普及啓発
事業

技術振興
事業

放射光研究
支援事業

共通 小計
科目

公益目的事業会計
法人会計 合　計

　　　　基本財産評価損益等 0 0
　　　　特定資産評価損益等 0 0
　　　　投資有価証券評価損益等 0 0

評価損益等計 0 0 0 0 0 0 0 0 0

当期経常増減額 ▲ 3,057 ▲ 47,597 ▲ 15,189 ▲ 11,306 ▲ 421 76,722 ▲ 848 ▲ 2,724 ▲ 3,572

　２．経常外増減の部

　（１）経常外収益

経常外収益計 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　（２）経常外費用

　　　　30周年記念事業費 0 0 0 0 0 0 0 0 0

経常外費用計 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　　　当期経常外増減額 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　　　当期一般正味財産増減額 ▲ 3,057 ▲ 47,597 ▲ 15,189 ▲ 11,306 ▲ 421 76,722 ▲ 848 ▲ 2,724 ▲ 3,572

　　　　一般正味財産期首残高 ― ― ― ― ― ― ― ― 155,143

　　　　一般正味財産期末残高 ― ― ― ― ― ― ― ― 151,571

Ⅱ　指定正味財産増減の部

    受取寄附金 0 0 0

　　一般正味財産への振替額  0 0

　　　　当期指定正味財産増減額 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　　　指定正味財産期首残高 0 0 0 950,000 0 3,607,999 4,557,999 434,170 4,992,169

　　　　指定正味財産期末残高 0 0 0 950,000 0 3,607,999 4,557,999 434,170 4,992,169

Ⅲ　正味財産期末残高 ― ― ― ― ― ― ― ― 5,143,740


